
 

 

京速コンピュータ「京」の利用推進及び国際的なスーパーコンピュ

ーティング研究教育拠点の構築に関する要望 
 

 

 東日本大震災の後、一刻も早い復興をめざし我が国の総力を挙げて取り組み

が行われている中、京速コンピュータ「京」が世界のスーパーコンピュータ性

能ランキングで３期連続の第１位は逃したものの、第２位として引き続き世界

最高レベルの能力を維持していることは、我が国の将来の成長に向けた希望を

与えています。 

この「京」が有する能力を最大限に活かし、今後の我が国の復興と将来にわ

たる科学技術と産業・経済の持続的な発展を実現するため、産学官が一体とな

ってオールジャパンの体制を構築し、産業利用を促進しつつ、国際的なスーパ

ーコンピューティング研究教育拠点（COE）の形成に取り組むことが重要であり

ます。 

 

 つきましては、「京」を最大限に活用していくため、以下の５点を要望いた

します。 

 

１ 「京」の円滑な運用に必要な予算確保 

  世界最高水準の計算能力を誇る「京」の有する能力を最大限に発揮し、震

災後の我が国の復興と将来にわたる成長を着実に実現させることが重要であ

る。 

ついては、「京」の円滑な運用に向けて、必要な電力の確保のための各般の

措置を含め、平成２５年度における所要の予算確保を求める。 

 

２ 「京」の産業利用促進のための効果的な制度の整備 

  「京」を中核とする革新的ハイパフォーマンス・コンピューティング・イ

ンフラ（ＨＰＣＩ）の運用に当たっては、スーパーコンピュータ技術の最大

の利用者層である産業界の利用促進を図ることが、極めて重要である。 

ついては、試用を含めた「京」の産業利用枠の設定を継続するほか、試用

から本格利用への円滑な移行が可能となるよう、利用機会（課題受付回数）

の拡大を求める。 

  

３ 「京」の産業利用促進のための裾野拡大・底上げ支援 

 「京」の産業利用を継続的に促進していくためには、現存のスーパーコンピ

ュータ利活用企業層に対する「京」の利用へのステップ・アップの支援ととも

に、未だ活用に至っていない大部分の企業群に対して、裾野拡大や底上げを図

るスタート・アップの支援が重要である。 

ついては、産業界専用のエントリースパコン(FOCUSスパコン)等を活用した

高度計算科学研究支援センターにおける産業利用促進の取り組みを維持・強化

するための支援を求める。 

また、同センターに設けられた「京」直結利用端末を備えたアクセスポイン

トの運用を継続しつつ、需要増大に合わせてアクセスポイント設置数の拡大を



検討するとともに、大規模データの入出力支援や高並列計算への移行支援、企

業訪問等による産業界への積極的なＰＲ活動など、各般の支援措置の拡充を求

める。 

 

４ 計算科学分野における人材育成に向けた教育研究環境の構築支援 

「京」の利活用を担う人材や計算科学分野における先端的な研究者・技術

者を育成するためには、国内外の大学や研究機関・企業等が連携し、総合的・

体系的な教育研究が行われる環境を構築する必要がある。 

ついては、大学院博士課程の学生をはじめ、社会人を含む幅広い人材育成

を目指して、教育トライアルユースのような教育利用枠の設定や大学・研究

機関間のネットワーク形成や「京」周辺への人材集積を加速させるための制

度設計等、効果的な教育研究のための各般の支援措置を求める。 

 

５ 防災・減災に資する研究をはじめとした「戦略５分野」における研究成果

の社会還元を推進 

「京」を用いて戦略的・重点的に研究を推進していく戦略５分野（防災・

減災やものづくり、医療など５分野）に関し、研究の成果を学術的な利用に

とどめず、社会に還元し、有効に活用していく必要がある。 

ついては、「京」による研究成果を、社会や生活に還元させる仕組みの構

築を求める。 
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